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直接基礎の浮き上がり現象を考慮した橋梁構造物の地震応答評価 

 

1995 年の兵庫県南部地震では，1981 年施行の新耐震設計法において想定していた地震動

レベルを超える強震観測記録が得られたにも関わらず，同設計法により設計された建物の被

害はそれ程多くなかった．その要因として直接基礎が浮き上がることにより被害を免れた可

能性が示されており，構造物の耐震性評価を行う上で，その効果を適切に把握することが必

要である．1970 年前後から，強震時における基礎の浮き上がり現象を解析に取り入れ，重

要構造物の安定性を評価する取り組みがなされてきた．しかし，実際には基礎の浮き上がり

だけではなく地盤の材料非線形も生じることから，基礎の浮き上がりが生じる構造物の地震

応答を評価するためには地盤の材料非線形も併せて考慮することが重要である．これまで行

われた基礎の浮き上がりと地盤の材料非線形の両方を考慮して構造物の地震応答を評価す

る取り組みにおいては，限定的な形状の構造物，限定的な実観測記録が用いられているだけ

であり，基礎浮き上がりと地盤の材料非線形が構造物に及ぼす効果と構造物の形状，入力地

震動特性の関係性についてはほとんど言及されていない．またそれらの効果のメカニズムに

ついては十分な検討がなされているとは言いがたい． 

本研究は，小規模な直接基礎を有する橋梁構造物と典型的な直接基礎を有する道路橋を対

象として，地震時における直接基礎の浮き上がりや基礎地盤の非線形が橋脚に生じる断面力

の変化に及ぼす効果について考察するものであるが，特に，その効果と入力地震動の周波数

特性との関係を明らかにすることを目的としている．検討にあたり，基礎の浮き上がりや地

盤の材料非線形性を考慮した大地震時の直接基礎の応答を評価する手法として，計算時間は

さほどかからず，様々な条件下での検討を容易に行うことが可能であるマクロエレメントモ

デルを用いた． 

検討の結果，入力地震動として正弦波を用いた場合，基礎の浮き上がりと地盤の材料非線

形による橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾性体と仮定した橋梁モデルの固有振動数と加振

振動数が等しい場合に最も顕著に表れることがわかった．これは基礎が浮き上がること，地

盤が塑性化することにより共振を免れるためであると考えられる．また，地震動の強度レベ

ルにより基礎の浮き上がりの程度や地盤の材料非線形の程度が変化するが，それにより，橋

脚の断面力低減効果の程度も変化することがわかった．これらの傾向は，入力地震動として

実観測記録を用いた場合においても見られた．ただし，実地震動の場合には，極端に狭帯域

の周波数特性を有する正弦波と異なり，ある帯域の幅をもっているので，橋脚の断面力低減

の程度は正弦波ほど顕著ではないと考えられる．さらに，エネルギーの概念を導入して橋脚

の断面力低減効果のメカニズムについて考察を行った．その結果，基礎の浮き上がりや地盤

の材料非線形によって橋脚に発生する断面力が低減する現象といっても，エネルギー的にみ

ると，そのメカニズムには，(1) 加振振動数によっては構造物への入力エネルギーが増大し

なくなることにより断面力が低減する場合と，(2) 構造物への入力エネルギーは増大するが

システムの運動エネルギーや基礎部分での履歴消費エネルギーへと変換することにより断

面力が低減する場合，の複数のパターンがあることがわかった． 
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1. 序論 
 

1.1 背景 
 

1995 年の兵庫県南部地震では，1981 年施行の新耐震設計法において想定して

いた地震動レベルを超える強震観測記録が得られたにも関わらず，同設計法に

より設計された建物の被害はそれ程多くなかった．その要因の 1 つとして構造

物と地盤の相互作用効果が注目された 1)．林 2)は，有限要素モデルを用いた検討

から，構造物と地盤の相互作用でも特に，直接基礎が浮き上がることにより被

害を免れた可能性を示しており，構造物の耐震性評価を行う上で，その効果を

適切に把握することが必要であると考えられる． 

構造物の耐震設計における直接基礎の浮き上がりの扱いとして，例えば，道

路橋示方書 3)では，基礎が浮き上がっても地盤に過度な損傷が生じないとして，

基礎の浮き上がりによるエネルギー吸収を期待し，レベル 2 地震時に対する直

接基礎の安定性照査は行わなくてよいことが規定されている．しかしそれと同

時に，浮き上がりが生じるような振動状態に対して見込める減衰特性について

は不明な点が多いという理由から，減衰定数別補正係数においてその効果は反

映されていない現状がある． 

より合理的な構造物の耐震設計を実現するためには，基礎の浮き上がりによ

るエネルギー吸収の効果についての理解を深め，設計者がその効果を定量的に

評価し，意図する構造物の性能をより正確に把握できるようにすることが必要

であると考えられる．  
 

1.2 既往の研究 
 

1970 年前後から，強震時における基礎の浮き上がり現象を解析に取り入れ，

重要構造物の安定性を評価する取り組みがなされてきた．土岐ら 4)は，地盤と構

造物の動的相互作用の問題に対して有限要素法を適用して，これに岩盤力学や

土質力学の静力学の分野で，連続体内の不連続面を表現するために考案された

ジョイント要素を導入することによって動的な外力の作用下における構造物と

地盤との部分的な剥離現象や地盤に対する構造物の滑動の問題を検討するため

の解析法の確立を図り，実際そのような系が強大な地震外力を受けた場合，剥

離や滑動現象が発現するか否かを検討した．大規模構造物を対象として，地盤

を線形弾性体と仮定し，検討を行い，構造物と地盤とが固着であると仮定する

解析法では構造物の応答を地盤が拘束するため，応答を小さく評価してしまう

場合があること，調和外力に対して，滑動，剥離現象いずれも入力加速度レベ



2 
 

ル一定の場合には，ある振動数以上ではこれらの現象が発現しない限界の振動

数があり，振動数が低いほど，滑動量，剥離量ともに増大することを明らかに

した．川島・細入 5)は，橋梁構造物における直接基礎の浮き上がり現象の効果に

ついて検討を行っている．地盤の影響をモデル化するためのロッキングに抵抗

するばねを定める上でフーチング底面地盤の引張側反力を無視することにより

浮き上がりを考慮して検討を行い，震度法で設計された一般的な直接基礎を有

する道路橋は兵庫県南部地震の際のような強震動を受けた場合には直接基礎が

浮き上がり，結果としてそれは橋脚の塑性応答に対し一種の免震効果として機

能することを示した．直接基礎の浮き上がりにより建物の地震被害が軽減する

という知見に基づき，浮き上がりを意図的に許容する取り組みもなされている
6)7)．岩下ら 6)の検討は杭基礎を有する建築物を対象としたものであるが，杭頭で

浮き上がりを許容した建物について，やはり基礎の浮き上がりが建物応答に及

ぼす影響について検討している．彼らも地盤をばねで表現しているが，鉛直支

持ばねは引っ張りに対しては抵抗しないものとして基礎の浮き上がりを表現し

て検討を行っている．また，緑川ら 7)は鉄骨架構を対象として簡潔な浮き上がり

許容構造方法を提案している． 

このように，基礎の浮き上がり現象については様々な検討がなされてきたが，

Moghaddasi ら 8)は，1994 年ノースリッジ地震，1995 年兵庫県南部地震，1999 年

コジャエリ地震，2010 年クライストチャーチ地震後の調査において，地盤，ま

た地盤と基礎の境界における顕著な非線形挙動を確認し，また地盤と基礎の境

界における非線形性が構造物と地盤の動的相互作用効果に及ぼす影響を調査す

ることが非常に重要であることを指摘しており，基礎の浮き上がりが生じる構

造物の地震応答を評価するためには地盤の材料非線形も併せて考慮することが

重要である．同様の観点から，土岐・三浦 9)は，地盤と構造物とからなる系に地

震力が作用する際の有限要素法による応答解析において，ジョイント要素によ

り考慮した地盤と構造物の接触面における滑動や剥離現象という構造非線形性

に加えて，弾性-完全塑性体として地盤の材料非線形性を考慮に入れ構造物の地

震時挙動ならびに滑動に対する安全性に関して検討を行い，地盤の材料非線形

の影響により水平応答加速度や水平応答速度についての系の応答量が低下する

ことや，接触面における滑動量に関しては地盤の非線形性の影響は大きいこと

を明らかにした．また，Cremer and Pecker10)は，基礎-地盤系を１つの要素として

モデル化する簡便な手法である直接基礎のマクロエレメントモデルを用い，実

橋梁モデルに対してある１つの実地震波を入力したとき，地盤の材料非線形や

基礎の浮き上がりによって橋脚に発生する断面力が低減する場合があることを

示した． 

しかしながら，これまで行われた基礎の浮き上がりと地盤の材料非線形の両
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方を考慮して構造物の地震応答を評価する取り組みにおいては，限定的な形状

の構造物，限定的な実観測記録が用いられているだけであり，基礎浮き上がり

と地盤の材料非線形が構造物に及ぼす効果と構造物の形状，入力地震動特性の

関係性についてはほとんど言及されていない．またそれらの効果のメカニズム

については十分な検討がなされているとは言いがたい． 

基礎浮き上がりと地盤の材料非線形が構造物に及ぼす効果のメカニズムにつ

いての理解を深めるためにはエネルギーの概念を用いて地震入力と構造物の挙

動の関係を総合的に把握し，検討することが有効であると考えられる．相互作

用効果を，エネルギーの観点から検討する取り組みとして，秋山・高山 11) ，楊・

秋山 12) ，岩下ら 6)がある．秋山・高山 11)は原子力炉建屋を対象として相互作用

の効果を考慮した上部構造へのエネルギー入力を求めた．また，楊・秋山 12)は

動的相互作用の効果を検討する上で地震入力及び地盤逸散の効果をエネルギー

スペクトルで評価し，相互作用による構造物に対する地震荷重の低減効果の定

量化を図った．さらに，岩下ら 6)は杭基礎を有する建物を対象として，杭頭で浮

き上がりを許容した建物について，基礎の浮き上がりが建物応答に及ぼす影響

について，エネルギー的な観点から考察を加え，浮き上がりを許容することに

よる建物への総入力エネルギーの増減についての知見を得ている．  

 

1.3 研究の目的 

 

本研究は，基礎の浮き上がりによるエネルギー吸収能についての理解を深め

ることによる合理的な構造物の耐震設計を将来的に実現することを目指し，小

規模な橋梁構造物，典型的な橋梁構造物を対象として，地震時における直接基

礎の浮き上がりや基礎地盤の非線形が橋脚に生じる断面力の変化に及ぼす影響

について，特に，構造物特性や入力地震動の強度，周波数特性との関係を明ら

かにすることを目的としている．さらに，この現象に対し，ベースシアだけに

着目するのではなく，エネルギーの概念を用いて地震入力と構造物の挙動の関

係を総合的に把握し，そのメカニズムについて検討することを目的とする． 

基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形性を考慮した大地震時の直接基礎の応

答を評価する手法として，古典的な有限要素法を使った直接法があり，それら

は非常に良い結果を与えるが，数値計算に関する専門的知識，構成則について

の優れた知識が要求され，そして計算量が大きいという特徴がある 13)ため，本

研究では，組み合わせ荷重を受ける基礎・地盤系を一つの要素として扱い，巨

視的な塑性挙動を記述しようとするものであり，基礎レベルで生じる構造物と

地盤の非線形相互作用を考慮した構造物の効率的な動的解析を可能にする実用

的なツールであると見なすことができる直接基礎のマクロエレメントモデルを
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用いる．マクロエレメントモデルとして土木研究所より公開されているマクロ

エレメントモデルの解析プログラムを用いる 14)．このプログラムは，塑性論に

基づき地盤の非線形を取り扱う従来のマクロエレメントモデルに基礎の浮き上

がりを考慮できるよう改良されたものである．マクロエレメントモデルは，直

接基礎を剛体として取り扱い，基礎に作用する組み合わせ荷重（合力）と変位

との関係を 1 つの基礎-地盤系のエレメント（マクロエレメント）でモデル化す

る簡便な手法であるが，塑性論に基づく方法で地盤の材料非線形を考慮できる

他，近年，基礎の浮き上がりも考慮できるよう改良が加えられてきた方法であ

る．簡便化手法であるため，計算時間はさほどかからず，様々な条件下での検

討を容易に行うことが可能である． 

 

1.4 本論文の構成と概要 
 

本論文の構成は以下の通りである．まず第 2 章において，本研究で用いるマク

ロエレメントの基礎理論について説明し，続いて第 3 章では，検討対象とする

橋梁構造物のモデル化について記述する．そして第 4 章では，地震時における

基礎の浮き上がりが構造物に及ぼす効果は，地震動の周波数特性によって大き

く変化することが考えられるため，地震動入力に先立ち，正弦波状の波を入力

し，入力動の周波数特性が浮き上がり応答に及ぼす影響を検討する．システム

が有する固有振動数に対し，同程度，あるいは低い，高い周波数特性を有する

正弦波を入力することによって，より端的に入力動の周波数特性が浮き上がり

効果に与える影響を検討するものである．加えて，本研究では地盤の非線形や

基礎の浮き上がりといった非線形現象を対象としているので，正弦波入力にあ

たっては異なる強度レベルの入力を与えている．これにより，入力地震動の浮

き上がり効果に及ぼす影響が，地震動の強度レベルにどのように依存するのか

把握することを試みる． 

その上で，第 5 章では，実地震動を入力した検討を行う．実地震動の選択にあ

たっては，正弦波と同様に，システムの固有振動数に対し，同程度か，あるい

は低い，高い，振動数成分が卓越した地震動を選択して入力する．実地震動の

場合は，正弦波と異なり，卓越する振動数成分に幅があるので，正弦波に比べ

明確に周波数特性の影響が出にくいことが予想されるので，第 4 章での正弦波

の検討と比較しながら，議論を進める．加えて，正弦波入力の時と同様に，複

数の強度レベル（0.5m/s2, 2m/s2, 6m/s2）に地震動を規準化して与えることで，入

力地震動の周波数特性が浮き上がり効果に与える影響について，やはり同様に

非線形の程度の違いによる依存度を考察する． 

ここまでの検討で，基礎の浮き上がりと地盤の材料非線形による橋脚の断面力
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低減効果が入力地震動の周波数特性により影響を受け，その程度は，入力の強

度レベルに依存する現象であることを示したうえで，第 6 章では，システムへ

のエネルギー収支に着目し，橋脚の断面力低減効果がさまざまに変化する現象

を洞察する．基礎の浮き上がりや地盤の非線形，地盤への波動逸散，構造物そ

のものによる減衰など，複雑に現象が絡み合う対象について，エネルギーとい

うスカラー量，統一量を用いることで，その複雑な現象を整理し，今後，これ

らの複雑な現象を設計体系に取り組むための知見を得ようとするものである． 

以上の検討結果を 7 章でまとめる． 
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2. 直接基礎のマクロエレメントモデル 
 

2.1 概説 
 

本研究では，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形性を考慮した大地震時の

直接基礎の応答を評価する手法として直接基礎のマクロエレメントモデルを用

いる． 

マクロエレメントモデルは，組み合わせ荷重を受ける基礎・地盤系を一つの

要素として扱い，巨視的な塑性挙動を記述しようとするものであり 1)，基礎レベ

ルで生じる構造物と地盤の非線形相互作用を考慮した構造物の効率的な動的解

析を可能にする実用的なツールであると見なすことができる．対象を巨視的に

捉えているため，自由度・計算量が小さく，様々な条件下での検討を容易に行

うことが可能である． 

マクロエレメントモデルは地盤の塑性化の進展を記述する方法の一つである，

塑性硬化を仮定しており，これは，組み合わせ荷重の増加に伴い，組み合わせ

荷重に対する極限支持力値を示す支持力曲面の内側でそれと相似な曲面（降伏

曲面）が発展するという理論に基づく考え方である．そして，支持力曲面の発

展と変位の増加の関係を，塑性論に沿って記述する．また，降伏曲面が支持力

曲面に至った時が極限であり，その後は完全塑性状態にあると考える．また，

近年ではギャップ要素のような特別な要素を用いることなく，浮き上がりの影

響を考慮できるように発展してきている． 

検討にあたり，土木研究所より公開されているマクロエレメントモデルの解

析プログラムを用いる 1)．このプログラムは，塑性論に基づき地盤の非線形を取

り扱う従来のマクロエレメントモデルに基礎の浮き上がりを考慮できるよう改

良されたものである． 

本章では，マクロエレメントモデルについての説明を行う．まず支持力曲面

についての説明を行い，続いてマクロエレメントモデル発展の歴史を記述する．

そして，検討に用いる土木研究所が開発したマクロエレメントモデルについて

の説明を行う． 
 

2.2 支持力曲面 

 

組合わせ荷重に対しての極限支持力についてのたくさんの実験結果を

 BMHV / 空間上にプロットしたとき，は図 2-1 に示すラグビーボールのよ

うな曲面をなすことがわかっている．ここで，V ，H ，M は基礎底面中心位置

に作用する組合わせ荷重の鉛直成分，水平成分，転倒モーメント成分である．

このような  BMHV / の曲面は，支持力曲面と呼ばれる．たとえば，Nova and  
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Montrasio2)は，砂地盤上の直接基礎の極限支持力を次式に示す支持力曲面で表し

ている． 

 

  01 2222  mhfcr                      (2-1) 

 

ここで，，h，m はV ，H ，M を中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力 mV

でそれぞれ無次元化した荷重であり， mVVξ  ，  mVμHh  ，  mBVψMm  で

ある．B は基礎幅である．一般に φtan とすることができる 1)．ここに，φは

地盤のせん断抵抗角である．ψについては，Meyerhof や Vesic の支持力式との比

較から，0.33-0.48 程度の範囲の値を取るものとされている 1)．ζ は支持力曲面を

規定するパラメータであり，Nova and Montrasio は ζ の値として 0.95 を推奨して

いる 1)．現在では，支持力曲面の基礎の平面形状に関する依存度は大きくないと

考えられている． 
 

 

 

 

 

V

H
B/M

図 2-1 支持力曲面の概念図 
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2.3 マクロエレメントモデル発展の歴史 
 

「マクロエレメント」の概念は，直接基礎を対象として，Nova and Montrasio2)

によって最初に導入された．砂質地盤上にあり偏心傾斜荷重を受ける剛な直接

基礎について行われたたくさんの実験結果に基づいて，Nova and Montrasio は，

地盤‐基礎システム全体のために等方硬化を仮定したマクロな弾塑性モデルを

提案した．そのモデルは，中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力によって規

準化されたフーチングに働く合成的な鉛直，水平力，そしてモーメントによっ

て記述され，そして準静的単調載荷に対するフーチングの変位を予測するため

に用いられた． 

Nova and Montrasio のモデルは最初，Paolucci によって実際の動的荷重を受け

る構造物へ適用するため修正された．そして，繰り返し載荷のより正確な記述

のために Pedretti によって更なる拡張がなされた．Cremer と Cremer et al.は 2 つ

の分離したメカニズム（一つは不可逆的な弾塑性地盤の挙動によるシステムの

材料非線形であり，もう一つは基礎と地盤の境界に沿った接触条件）の連成し

た進歩したマクロエレメントモデルを提案した．繰り返し載荷を受けるシステ

ムの挙動の記述のために，Cremer は等方性，そして移動硬化の塑性モデルを提

案した．Le Pape et al.と Le Pape and Sieffent は，特に地震工学への適用を目指し，

熱力学原理に基づいて，Nova and Montrasio によって提案されたものに似たマク

ロエレメントモデルを提案した． 

様々な地盤条件と基礎形状である海洋構造物の基礎の設計のためにいくつか

のマクロエレメントモデルもまた提案されている． 

浮き上がりと地盤の塑性化の連成を考慮したモデルはGrangeらやShirato et al.

にも提案されている． 

表 2-1 は，存在する直接基礎のマクロエレメントモデルの概観を示す． 
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表 2-1 存在する直接基礎のマクロエレメントモデルの概観 3)を参考に作成

出典 年 概要 詳細 

Nova and Montrasio 1991 砂質地盤上にある帯基礎 等方硬化塑性モデルと非関連流れ則，準静的単調載荷への

適用 

Paolucci 1997 砂質地盤上にある帯基礎 非関連流れ則の完全塑性モデル，地震荷重に対する単純な

構造物への適用 

Pedretti 1998 砂質地盤上にある帯基礎 繰り返し載荷を受けるシステム応答の記述のための低塑性

モデル，準静的繰り返し荷重を受ける構造物への適用 

Gottardi et al. 1999 砂質地盤上にある帯基礎 等方硬化塑性モデル，準静的単調載荷の場合への適用 

Le Pape et al. 

Le Pape and Sieffert 

1999 

2001 

砂質地盤上にある帯基礎 熱力学原理から誘導される弾塑性モデル，楕円面の塑性ポ

テンシャル，地震荷重への適用 

Cremer et al. 2001, 

2002 

粘性土地盤上にある帯基礎 浮き上がりのモデルと連成した等方と移動硬化の非関連塑

性モデル，地震荷重への適用 

Martin and Houlsby 2001 粘性土地盤上にある円形基礎 等方硬化の非関連塑性モデル準静的単調載荷への適用 

Houlsby and Cassidy 2002 砂質地盤上にある円形基礎 等方硬化の非関連塑性モデル準静的単調載荷への適用 

Di Prisco et al. 2003 砂質地盤上にある帯基礎 繰り返し載荷を受ける挙動の記述のための低塑性モデル，

準静的繰り返し載荷への適用 

Cassidy et al. 2004 砂質または粘性土地盤上にある円形基礎 3 次元での記述，海洋開発産業への適用，準静的単調載荷 

Grange et al. 2006 粘性土地盤上にある円形基礎 Cremer の塑性モデルの 3 次元条件への拡張 

Shirato et al. 2008 砂質地盤上にある帯基礎 等方硬化塑性モデルと非関連流れ則，地震荷重への適用 
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2.4 土木研究所が開発したマクロエレメントモデル 
 

2.4.1 土木研究所が開発したマクロエレメントモデル 

 

本研究では中谷ら 1)によって開発されたマクロエレメントモデルを用いて検

討を行う．このモデルは単調載荷試験に基づく Nova and Montrasio2)が提案した

マクロエレメントを弾塑性に拡張し，さらにギャップ要素のような特別な要素

を用いることなく浮き上がりの影響を考慮できるものである．ここではその手

法の概要について述べる．  

 

2.4.2 マクロエレメントモデルの変位と荷重の関係 
 

マクロエレメントモデルでは基礎を剛であると仮定し，組み合わせ荷重を受

ける基礎-地盤系を 1 つの要素として考える．基礎の中央での変位と荷重は図 2-2

のように定義する．それらは次式により表される． 

 

 Tuvx                              (2-2) 

 

 TMHVF                             (2-3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

u



v

V

H

M

 

図 2-2 マクロエレメントモデルの変位と荷重の定義 
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変位増分を dx，荷重増分を dF とするとそれらは以下の関係となる． 

 

  dxDDDdF plupel 1
                        (2-4) 

 

ここで， elD は弾性コンプライアンス， upD は浮き上がりコンプライアンス， 
plD は塑性コンプライアンスである． 

 

2.4.3 コンプライアンスの決定 
 

弾性コンプライアンス elD を決定するためにGazetas4)により提案されている鉛

直，水平，回転の地盤ばね定数を用いる．正方形基礎を対象とする場合，ばね

定数はそれぞれ次式により表される．  

 

 



1

2/54.4 BG
Kv                            (2-5) 

 

 



2

2/9 BG
K h                             (2-6) 

 

 



1

2/6.3 3BG
K r                            (2-7) 

 

ここで，G は地盤のせん断弾性係数， B は基礎幅 ， はポアソン比である．な

お周波数依存性は考慮していない． 

浮き上がりコンプライアンス upD は以下に示す基礎浮き上がりのモデルに基

づいて決定される．基礎浮き上がり挙動は最大点指向型及び原点指向型の履歴

則に従うと仮定する．モーメントによる浮き上がりに伴う回転変位と鉛直変位

の履歴則の概念図を図 2-3 に示す．図 2-3 中の PM  ， PM  は骨格曲線上のモー

メントで，負側，正側それぞれにおける最大モーメント， up ， upv は PMM 
のときの骨格曲線上の  ， vであり， up ， upv は PMM  のときの骨格曲線

上の ， vである． 

骨格曲線は道路橋示方書 5)に記載される浮き上がりの考え方に基づき設定す

る．モーメントと浮き上がり回転変位の関係は以下のように表される． 
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図 2-3 モーメントによる浮き上がりに伴う回転変位と鉛直変位の 
履歴則の概念図 1) 
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0up  MM                            (2-8) 

 

  023

4 
 















M

M

MM
up  MM                 (2-9) 

 

6
0BV

M                               (2-10) 

 

ここで， M は地盤抵抗の塑性化によるモーメントの低減を考慮した基礎浮き上

がり開始モーメント， は地盤抵抗の塑性化によるモーメントの低減係数， 0V は

死荷重， 0 は基礎浮き上がりが生じ始めるときの回転角である．またモーメン

トと浮き上がり鉛直変位の関係は以下のように表される． 

 

0upv  MM                           (2-11) 

 

    

















 1
3

4

3

4

2 2
 MMMM

B
vup  MM          (2-12) 

 

除荷，再載荷時の鉛直変位及び回転角の浮き上がり成分は次式で表される． 

 

M
M P

up
up






  0M ， M

M P

up
up






  0M          (2-13) 

 

M
M

v
v

P

up
up





  0M ， M
M

v
v

P

up
up





  0M          (2-14) 

 

再載荷後， PM  または PM  に達した後は骨格曲線上を移動する． 

塑性コンプライアンス を決定するために支持力曲面を用いる．中谷らのモデ

ル 1)では支持力曲面として Nova and Montrasio2)が提案した次式を仮定している. 

 

  01 2222  mhfcr                  (2-15) 
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ここで， ，h ，m はV ，H ，M を，中心鉛直荷重を受けるときの極限支持力 mV

でそれぞれ無次元化した荷重であり， mVV ，  mVHh  ，  mBVMm  で

ある．地盤の塑性化の進展を記述する降伏曲面についても Nova and Montrasio2)

に基づいて次のように定義する． 

 

  0/1 2222   cy mhf                (2-16) 

 

ここで c は降伏曲面とV 軸の交点を mV で除した値である．降伏曲面の発展と変

位増加を関係づけるために硬化則と流れ則が必要になる．ここでは硬化則とし

て支持力曲面の内側でそれと相似な降伏曲面が発展する等方硬化を仮定してお

り，それは次式で表される． 

 











m

c
c V

vR0exp1                        (2-17) 

 

ここで， 0R は plvV  曲線における初期勾配である．また， cv は次式で表される． 

 

       5.0222 pl
M

pl
M

pl
c Buvv                   (2-18) 

 

ここで， M ， M は水平変位成分と回転変位成分を等価な鉛直変位に換算する

ための無次元パラメーターである．また流れ則としては非関連流れ則を仮定し

ており，その決定に必要となる塑性ポテンシャル面を次式で表す． 

 

  0/1 222222   gmhg                (2-19) 

 

ここで， g  ， g  であり， g ， g は塑性ポテンシャル面形状を規定

するパラメーターである． 

 

2.4.4 地盤の減衰係数 

 

 中谷ら 1)は，基礎・地盤間の減衰係数として Gazetas4)が提案したものを用いて

いる．鉛直，水平，回転の減衰係数 vC ， hC ， rC は以下の式から求まる． 

 

vLav cAVC ~                          (2-20) 
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AVC sh                            (2-21) 

 

rLar cIVC ~                          (2-22) 

 

ここで は地盤密度， sV は S 波速度， LaV は Lysmer の波動速度， Aは基礎の底

面積， I は基礎の断面二次モーメント， vc~ ， rc~ は減衰の振動数依存性を表す係

数である． 

 

2.4.5 マクロエレメントモデルのパラメーターの設定 

 

マクロエレメントモデルを用いた数値解析を行うにあたり，その解析パラメ

ーターは中谷ら 1)の検討に基づいて設定した． 

降伏曲面の発展を規定する最も重要なパラメーターである mV ， 0R は，中谷ら

が行った鉛直載荷試験により求められたものを用いた．中心鉛直載荷における

極限支持力 mV は，鉛直載荷実験で得られた最大荷重としている．  

 降伏曲面に関するパラメーターのうち，ζ は Nova and Montrasio が推奨してい

る 0.95 を用いている．は， %60%,80rD のそれぞれについて行った土質試験

よりせん断摩擦角 φ を算出し， φtan としている．また，前述のようにψは

0.33‐0.48 程度の値を取るとされており，中谷らは Vesic の支持力式に対応する

0.48 を用いた．塑性ポテンシャルのパラメーター λ，χについては実験のシミュ

レーション結果に基づき 0.49 と設定している． M ， M は Nova and Montrasio

の推奨値として，2.8 と 1.7 を用いている． 
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3. 検討対象橋梁 
 

3.1 概説 
 

本章では，検討に用いる構造物‐基礎‐地盤システムについての説明を行う．

検討にあたり，2 種類の構造物‐基礎‐地盤システムを考える．1 つは質量が比

較的小さく，構造物高さが比較的低い小規模な橋梁を想定したものである．も

う 1 つは典型的な直接基礎を有する道路橋を詳細にモデル化したものであり，

前者に対して質量が大きく，構造物高さが高い．  

それぞれのモデルについて説明を行った後，まずは試みにそれぞれのモデル

に対してある海溝型地震の地震動と内陸直下型地震の地震動の 2 種類の実地震

動を入力に用いて，例えば，Cremer and Pecker1)や川島・細入 2)によって指摘さ

れている基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効果に

ついて検討する． 

 

3.2 小規模な直接基礎を有する橋梁構造物の構造物‐基礎‐地盤シ

ステム 
 

小規模な直接基礎を有する橋梁構造物を想定し，図 3-1 に示す構造物‐基礎‐

地盤システムを検討に用いる．このパラメーターを表 3-1 に示す．梁要素の減衰

係数は剛性比例型を仮定し，減衰定数を 5%とする．地盤の鉛直，水平そして回

転の逸散減衰係数は Gazetas3)に基づいて決定する．地盤の材料非線形の特性を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

hK rCvC hCvK rK
sV pV ρ

mV μ ψ ζ λ χ
Mα Mγ

B fm fJ

h E A I η

sm sJ

0R

 

図 3-1 構造物‐基礎‐地盤システムの概念図 
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表 3-1 構造物‐基礎‐地盤システムのパラメーター 

 

パラメーター 値 

集中質量 sm (t) 500 

構造物の慣性モーメント sJ (t・m2) 4167 

高さh (m) 10 

ヤング係数 E (kN/m2) 2450000 

断面積 A (m2) 4.423 

断面二次モーメント I (m4) 1.557 

減衰定数  0.05 

基礎幅 B (m) 10 

基礎の質量 fm (t) 100 

基礎の慣性モーメント fJ (t・m2) 833 

S 波速度 sV (m/s) 230 

Lysmer の波動速度 LaV (m/s) 356 

地盤密度  (t/m3) 1.603 

鉛直地盤ばね定数 vK (kN/m) 2750000 

水平地盤ばね定数 hK (kN/m) 2240000 

回転地盤ばね定数 rK (kN・m/rad) 5450000 

鉛直地盤減衰係数 vC (kN・s/m) 52500 

水平地盤減衰係数 hC (kN・s/m) 36900 

回転地盤減衰係数 rC (kN・s・m) 99800 

極限支持力 mV (kN) 96100 

降伏曲面のパラメーター  0.9 

降伏曲面のパラメーター  0.48 

降伏曲面のパラメーター  0.95 

塑性ポテンシャルのパラメーター  0.45 

塑性ポテンシャルのパラメーター   0.45 

硬化則のパラメーター 0R  48946 

流れ則のパラメーター M  2.8 

流れ則のパラメーター M  1.7 
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決定づける支持力曲面，塑性ポテンシャル，硬化則のパラメーターは Nova and 

Montrasio4)と中谷ら 5)に基づいて設定する． 

基礎-地盤システムは４つのケース；(1)基礎固定とする場合（以下，基礎固定

システム），(2)地盤を弾性体とする場合（以下，弾性地盤システム），(3)地盤を

弾性体とし基礎が浮き上がる場合（以下，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム），

(4)地盤を弾塑性体とし基礎が浮き上がる場合（以下，弾塑性地盤と基礎浮き上

がりシステム）としてモデル化する．2 章に示した式(2-4)において，弾性地盤シ

ステムは弾性コンプライアンスのみ考慮した場合，弾性地盤と基礎浮き上がり

システムは塑性コンプライアンスを考慮せず，加えて浮き上がりコンプライア

ンスにおいて地盤抵抗の塑性化によるモーメントの低減を考慮しない場合，そ

して弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステムは弾性コンプライアンス・浮き上が

りコンプライアンス・塑性コンプライアンス全てを考慮した場合にそれぞれ対

応する． 

マクロエレメントモデルを用いた非線形地震応答計算では，時間刻みを 0.0001

秒とし，時間方向の積分手法として，平均加速度法を用いる． 

 

3.3 典型的な直接基礎を有する道路橋の構造物‐基礎‐地盤システ

ム 
 

典型的な直接基礎を有する道路橋として，図 3-2に示す道路橋 6)を対象とする．

この橋梁は平成 8 年道路橋示方書に基づいて試設計されたものであり，川島・

細入 2)が検討対象とした橋梁と同じものである． 

川島・細入 2)と同様に解析を単純化するため，一基の下部構造とそれが支持す

る上部構造部分を一つの設計振動単位としてこれを検討対象とし，実際の支承

条件はゴム支承であるが，支承剛性が十分大きく，事実上固定支持されている

と仮定する．さらに川島・細入 2)が指摘しているように，耐震設計においてより

クリティカルな橋軸方向の応答を対象とする．また，橋脚は現実には非線形挙

動を示すことが考えられるが，本研究は基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形

が橋脚の負担を低減するという物理現象に着目した基礎的研究であるので，こ

こでは橋脚を線形弾性体として扱う．モデル化した上部構造物-橋脚-基礎-地盤

システムの概念図を図 3-3，そのパラメーターを表 3-2 に示す．上部構造物と橋

脚は集中質量とベルヌーイ・オイラー梁によってモデル化する．梁要素の減衰

係数は剛性比例型を仮定し，全要素について減衰定数を 2%とする．橋脚の断面

形状が変化する位置を規定するために設定した本来質量が 0 であるべき節点の

質量を，解析の都合上 0 に近い値として設定するため集中質量の中で最小の 140t

を 1/1000 倍した値とする．各節点の慣性モーメントは 0 に近い値として設定す 



21 
 

 

30

支持層

N値

0 10 20 40 50
深さ(m)

0

-4

砂地盤

検討対象橋脚

支持層

5×40000mm=20000mm

1
2
0
0
0
m
m

1
2
0
0
0
m
m

1
2
0
0
0
m
m

1
2
0
0
0
m
m

9
5
0
0
m
m

9
5
0
0
m
m

2200

2150

6500

12000

3500 5000

10001000

7000

3500

1
2
0
0
0

7
5
0
0

1
2
0
0

1
3
0
0

2
0
0
0

2
5
0
0

2150

1
2
0
0

1
3
0
0

7
5
0
0

2
5
0
0

2
0
0
0

1
2
0
0
0

図 3-2 検討対象橋梁 6) 
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図 3-3 上部構造物‐橋脚‐基礎‐地盤システムの概念図 
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表 3-2 上部構造物‐橋脚‐基礎‐地盤システムのパラメーター 

(a)  上部構造物‐橋脚‐基礎のパラメーター 
要素 ヤング係数

(kN/m2) 

断面積

(m2) 

断面二次モーメント

(m4) 

減衰定数 

1 23000000 11.56 10.65 0.02 

2 23000000 11.56 10.65 0.02 

3 23000000 7.45 4.44 0.02 

4 23000000 7.45 4.44 0.02 

5 23000000 44.86 160.2 0.02 

6 23000000 44.86 160.2 0.02 

(b)  上部構造物‐橋脚‐基礎のパラメーター 
節点 高さ

(m) 

集中質量

(t) 

慣性モーメント

(t m2) 

1 12 710 0.87 

2 10.9 140 0.87 

3 9.5 0.14 0.87 

4 5.75 206 0.87 

5 2 0.14 0.87 

6 1 228 876.8 

7 0 0.14 0.87 

(c) 地盤のパラメーター 
パラメーター 値 

基礎幅 B (m) 6.5 

S 波速度 sV (m/s) 230 

Lysmer の波動速度 LaV (m/s) 355 

地盤密度  (t/ m3) 1.603 

鉛直地盤ばね定数 vK (kN/m) 1780000 

水平地盤ばね定数 hK (kN/m) 1460000 

回転地盤ばね定数 rK (kN m/rad) 14900000

鉛直地盤減衰係数 vC (kNs/m) 21700 

水平地盤減衰係数 hC (kNs/m) 15600 

回転地盤減衰係数 rC (kNsm) 2730 

極限支持力 mV ( kN) 40650 

降伏曲面のパラメーター   0.9 

降伏曲面のパラメーター   0.48 

降伏曲面のパラメーター   0.95 

塑性ポテンシャルのパラメーター   0.49 

塑性ポテンシャルのパラメーター  0.49 

硬化則のパラメーター 0R  48946 

流れ則のパラメーター M  2.8 

流れ則のパラメーター M  1.7 
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るため，基礎の慣性モーメントの値を 1/1000 倍した値とする．これは，慣性モ

ーメントの値を小さく設定することによって，回転変位が生じることにより発

生するモーメントがベースシアに及ぼす影響を小さくするためである．地盤の

鉛直，水平そして回転の逸散減衰係数は Gazetas3)に基づいて決定する．地盤の

材料非線形の特性を決定づける支持力曲面，塑性ポテンシャル，硬化則のパラ

メーターは Nova and Montrasio4)と中谷ら 5)に基づいて設定する．なお，土被りの

影響は川島・細入 2)と同様に無視する．基礎-地盤システムは 3 つのケース；(1)

地盤を弾性体とする場合（以下，弾性地盤システム），(2)地盤を弾性体とし基礎

が浮き上がる場合（以下，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム），(3)地盤を弾塑

性体とし基礎が浮き上がる場合（以下，弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム）

としてモデル化する．2 章に示した式(2-4)において，弾性地盤システムは弾性コ

ンプライアンスのみ考慮した場合，弾性地盤と基礎浮き上がりシステムは塑性

コンプライアンスを考慮せず，加えて浮き上がりコンプライアンスにおいて地

盤抵抗の塑性化によるモーメントの低減を考慮しない場合，そして弾塑性地盤

と基礎浮き上がりシステムは弾性コンプライアンス・浮き上がりコンプライア

ンス・塑性コンプライアンス全てを考慮した場合にそれぞれ対応する． 

 マクロエレメントモデルを用いた非線形地震応答計算では，時間刻みを

0.000005 秒とし，時間方向の積分手法として，平均加速度法を用いる． 

 

3.4 異なるタイプの実地震動を入力した検討 
 

3.4.1 入力地震動 
 

ここでは，異なるタイプの強震記録として，海溝型と内陸型の実地震動を考 

える．海溝型地震の地震動として，1968年の十勝沖地震の際に八戸港湾で観測

された加速度時刻歴のNS成分（以下，八戸港湾記録）を用い，内陸直下型地震

の地震動として，1995年兵庫県南部地震の際にJR鷹取駅で観測された加速度時

刻歴のNS成分（以下，JR鷹取駅記録）を用いる．それらの時刻歴を図3-4(a)，(b)

に示すとともに，バンド幅0.4HzのParzenウィンドウで平滑化したそれらのパワ

ースペクトルを図3-5(a)，(b)にそれぞれ示す．JR鷹取の記録は1Hz付近が卓越し

ているのに対し，八戸港湾記録は比較的幅広く0～3Hz程度までの成分を含む地

震動である．これらの地震動は，強度特性，周波数特性ともに異なる． 

これらの地震動記録はともに 100Hz サンプリングで観測されているが，マク

ロエレメントモデルを用いた非線形地震応答計算にあたりデータ間を線形補間

して用いる． 
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(a) 八戸港湾記録 
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(b)  JR 鷹取駅記録 

図 3-4 実地震観測記録

0 2 4 6 8 10
0

200

400

600

Frequency (Hz)

P
ow

er
 s

pe
ct

ru
m

 
(  

   
   

   
   

  )
cm

  
/s

e
c

2
  
  

  
  

 3
P

o
w

e
r 

sp
e
ct

ru
m

 

(a) 八戸港湾記録のパワースペクトル 
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(b) JR 鷹取駅記録のパワースペクトル 

図 3-5 実地震観測記録のパワースペクトル
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小規模な直接基礎を有する橋梁構造物の場合 

 

3.2で設定した八戸港湾記録を入力としたとき橋脚に発生するベースシアの時

刻歴を図 3-6 に示す．それぞれにおいて，細い黒色の点線，細い青色の実線，太

い赤色の点線，そしては，太い緑色の実線はそれぞれ基礎固定システム，弾性

地盤システム，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム，弾塑性地盤と基礎浮き上

がりシステムに対応している．この場合，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線

形による断面力低減効果は見られない．  

次に JR鷹取駅記録を入力地震動としたとき橋脚に発生するベースシアの時刻

歴を図 3-7 に示す．この場合は基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による明ら

かな断面力低減効果が認められる． 
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図 3-6 ベースシアの時刻歴



27 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4.2 典型的な直接基礎を有する道路橋の場合 
 

検討にあたり評価する橋梁の応答変位は，図 3-8 に示すように定義する．八戸

港湾記録を入力地震動としたときの上部構造の慣性力作用位置に対応する節点

1 の水平変位応答を図 3-9(a)に，基礎底面に対応する節点 7 の回転変位応答を図

3-9(b)に，橋脚に発生するベースシアの時刻歴を図 3-9(c)に示す．それぞれにお

いて，細い黒色の線，太い赤色の点線，そして太い青色の線は，それぞれ弾性

地盤システム，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム，弾塑性地盤と基礎浮き上

がりシステムに対応している．これは以下においても同様である．さらに弾塑

性地盤と基礎浮き上がりシステムにおける回転変位の塑性成分を図 3-9(d)に，回

転変位の浮き上がり成分を図 3-9(e)に示す．塑性変位，浮き上がり変位ともに発

生しており，基礎が浮き上がることによる応答の長周期化が認められ，地盤が

非線形化する場合にはさらに応答が長周期化している．また，それとともにい

くらかの断面力低減効果が認められる． 

次に JR鷹取駅記録を入力地震動としたときの各種応答時刻歴を図3-10に示す．

八戸港湾記録を入力した場合よりも弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステムにお

ける大きな塑性変位，浮き上がり変位が発生しており，その結果八戸港湾記録

を入力としたケースよりも顕著な断面力低減効果が認められる． 
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図 3-7 ベースシアの時刻歴 
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節点7の回転変位
 

図 3-8 橋梁の応答変位の定義 
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(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
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(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 

 

20 30 40
-8000

0

8000

Time (sec)

B
as

e 
sh

ea
r 

(k
N

)

 弾性地盤システム
 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
 弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム

 

(c) ベースシアの時刻歴 

 

図 3-9 八戸港湾記録の場合 
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(d) 回転変位の塑性成分 
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図 3-9 八戸港湾記録の場合 
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(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 

 

(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 

図 4-3  JR 鷹取駅記録の場合 
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(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 
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(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 
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(c) ベースシアの時刻歴 

 

図 3-10 JR 鷹取駅記録の場合 
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(d) 回転変位の塑性成分 
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図 3-10  JR 鷹取駅記録の場合 
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3.5 まとめ 
 

本章では，検討に用いる 2 種類の橋梁構造物の構造物‐基礎‐地盤システム

についての説明を行った．ひとつは質量が比較的小さく，構造物高さが比較的

低い小規模な橋梁を想定したものであり，もうひとつは典型的な直接基礎を有

する道路橋としてもうひとつのものに対して質量が大きく，構造物高さが高い

橋梁構造物を想定したものである．  

それぞれのモデルについて説明を行った後，試みにそれぞれのモデルに対し

てある海溝型地震の地震動と内陸直下型地震の地震動の 2 種類の実地震動を入

力に用いて，例えば，Cremer and Pecker1)や川島・細入 2)によって指摘されてい

る基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効果について

検討した．その結果，入力地震動の特性によって断面力低減効果の程度は異な

ることが示された． 
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4. 正弦波を用いた橋脚の断面力低減効果の検討 
 

4.1 概説 
 

前章での検討から，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚の断面

力低減効果は入力地震動のタイプに応じて大きく変化するものであることが示

された． 

本章では，地盤の材料非線形や直接基礎の浮き上がりによって橋脚に発生す

る断面力を低減する効果について，特に，橋脚‐基礎‐地盤システムと入力地

震動の周波数特性との関係に着目して検討する．実地震動を用いた検討に先立

ち，ここでは，現象をできるだけ単純化し，本質を捉えるため，正弦波状の入

力地震動を用いて，橋脚の断面力低減効果の周波数依存性について考察する． 
 

4.2 小規模な直接基礎を有する橋梁構造物の場合 
 

4.2.1 検討の方法 
 

3.2 で設定した構造物‐基礎‐地盤システムを対象として検討を行う．加振振

動数として異なる 3 つのケース；(a)加振振動数 ef が弾性地盤システムの固有振

動数 nf よりも小さい場合の一例( 9.0ne ff )，(b)加振振動数が弾性地盤システ

ムの固有振動数と等しい場合( 0.1ne ff )，(c)加振振動数 ef が弾性地盤システム

の固有振動数 nf よりも大きい場合( 1.1ne ff )を考える．なお，弾性地盤システ

ムの固有振動数は 1.989Hz である．正弦波の最大振幅として，ケース(a)，(b)，

(c)によらず 5m/s2とした．検討に用いる正弦波は全て継続時間を 30 秒とし，初

め徐々に振幅を増加させる．一例として加振振動数が 1.989Hz の正弦波を図 4-1

に示す． 
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4.2.2 ケース(a) 
 

ベースシアの時刻歴を図 4-2 に示す．線の意味は前章と同様である．基礎の浮

き上がりと地盤の材料非線形によるいくらかの断面低減効果が見られる． 
 

4.2.3 ケース(b) 
 

 ベースシアの時刻歴を図 4-3 に示す．このケースでは基礎の浮き上がりと地

盤の材料非線形による顕著な断面低減効果が見られる．これは，ケース(2)では

共振してベースシアが増大して，一方で，ケース(3)，(4)では基礎の浮き上がり

や地盤の材料非線形によって長周期化することにより共振を免れるためである

と考えられる． 
 

4.2.4 ケース(c) 
 

ベースシアの時刻歴を図 4-4 に示す．このケースでも基礎の浮き上がりと地盤

の材料非線形による明らかな断面低減が見られる． 
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図 4-2 ベースシアの時刻歴 
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図 4-3 ベースシアの時刻歴 
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図 4-4 ベースシアの時刻歴 
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4.3 典型的な直接基礎を有する道路橋の場合 
 

4.3.1 検討の方法 

 

3.3 節に示した 3 つの上部構造物-橋脚-基礎-地盤システムを対象として検討を

行う．加振振動数として異なる 3 つのケース；(a)加振振動数 ef が弾性地盤シス

テムの固有振動数 nf よりも小さい場合の一例( 7.0ne ff )，(b)加振振動数が弾性

地盤システムの固有振動数と等しい場合( 0.1ne ff )，(c)加振振動数 ef が弾性地

盤システムの固有振動数 nf よりも大きい場合( 3.1ne ff )を考える．なお，弾性

地盤システムの固有振動数は 1.462Hz である．正弦波の最大振幅として，ケース

(a)，(b)，(c)それぞれにおいて，1, 2, 4m/s2の 3 通りを考える．検討に用いる正弦

波は全て継続時間を 30 秒とし，初めと終わりの 5 秒間は徐々に振幅を増減させ

る．一例として，振幅が 1m/s2で，加振振動数が 1.462Hz の正弦波を図 4-5 に示

す． 

 

4.3.2 1m/s2の正弦波を用いた検討 

 

ここでは正弦波の最大振幅を 1m/s2 としたときのケース(a)，(b)，(c)について

検討を行う． 
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図 4-5 検討に用いる正弦波の一例 
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4.3.2.1 ne ff  ( 7.0ne ff )の場合 

 

ケース(a)の各種応答時刻歴を図 4-6 に示す．このケースでは浮き上がり変位，

塑性変位ともに生じているが，時刻歴全体を通して弾性地盤と基礎浮き上がり

システムのベースシアは弾性地盤システムのものよりも増大しており断面力低

減効果が見られない．地盤の材料非線形はベースシアの最大値を低減させるよ

うに影響しているが，それでも弾性地盤システムのベースシアの最大値よりも

大きくなっている． 

 

4.3.2.2 ne ff  ( 01.ff ne  )の場合 

 

ケース(b) の各種応答時刻歴を図 4-7 に示す．弾性地盤システムの場合は，共

振によって応答が大きくなっている．一方で，基礎の浮き上がりや地盤の材料

非線形を考慮したモデルでは応答はさほど大きくならない．このとき弾塑性地

盤と基礎浮き上がりシステムの浮き上がり変位，塑性変位ともに生じているが

その量はケース(a)・1m/s2のものよりも小さい． 

 

4.3.2.3 ne ff  ( 31.ff ne  )の場合 

 

ケース(c) の各種応答時刻歴を図 4-8 に示す．このケースでは，弾性地盤シス

テムのベースシアの最大値よりも弾性地盤と基礎浮き上がりシステムのそれが

わずかに小さい．地盤の材料非線形は更にそれを低減させるように影響してい

る．このとき浮き上がり変位，塑性変位ともに生じているがその量はケース(a)・

1m/s2，ケース(c)・1m/s2のものよりも小さい． 
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図 4-8 ne ff  ( 3.1ne ff )，1m/s2の正弦波の場合 



45 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30

-0.004

-0.002

0

0.002

0.004

Time (sec)

R
ot

at
io

n 
an

gl
e 

(r
ad

)

 

(d) 回転変位の塑性成分 

 

 

 

0 10 20 30
-0.02

-0.01

0

0.01

0.02

Time (sec)

R
ot

at
io

n 
an

gl
e 

(r
ad

)

(e) 回転変位の浮き上がり成分 

 

図 4-8 ne ff  ( 3.1ne ff )，1m/s2の正弦波の場合 
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4.3.3 2 m/s2の正弦波を用いた検討 

 

正弦波の最大振幅を 2m/s2としたときのケース(a)，(b)，(c)を考える． 

 

4.3.3.1 ne ff  ( 70.ff ne  )の場合 

 

ケース(a) の各種応答時刻歴を図 4-9 に示す．ケース(a)・1m/s2 とは異なり，

時刻歴全体を通して弾性地盤と基礎浮き上がりシステム・弾塑性地盤と基礎浮

き上がりシステムのベースシアは弾性地盤システムのものよりも低減しており

断面力低減効果が見られる．地盤の材料非線形を考慮するとベースシアはさら

に低減する．浮き上がり変位量，塑性変位量ともにケース(a)・1m/s2のものより

も大きくなっている． 

 

4.3.3.2 ne ff  ( 01.ff ne  )の場合 

 

ケース(b) の各種応答時刻歴を図 4-10 に示す．ケース(b)・1m/s2と同様に，弾

性地盤システムの場合は共振によって応答が大きくなっている．一方で，基礎

の浮き上がりや地盤の材料非線形を考慮したモデルでは共振を免れ応答はさほ

ど大きくならない．浮き上がり変位量についてはケース(b)・1m/s2のものよりも

大きくなっているが，塑性変位量については 2～3 秒にかけてはケース(b)・1m/s2

のものがケース(b)・2m/s2のものよりも大きくなっている． 

 

4.3.3.3 ne ff  ( 31.ff ne  )の場合 

 

ケース(c) の各種応答時刻歴を図 4-11 に示す．この場合もケース(b)と同様に

断面力低減効果の傾向はケース(c)・1m/s2の場合と同様であり，その程度はより

大きくなっている．浮き上がり変位量，塑性変位量については，ケース(a)・2m/s2，

ケース(b)・2m/s2 のものよりも小さいが，ケース(c)・1m/s2 のものよりも大きく

なっており，ケース(a)，(b)と同様にケース(c)においても浮き上がり変位量・塑

性変位量が大きくなるほど断面力低減効果が大きくなる． 
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図 4-9 ne ff  ( 7.0ne ff )，2m/s2の正弦波の場合 
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4.3.4 4m/s2の正弦波を用いた検討 

 

正弦波の最大振幅を 4m/s2としたとき，2 m/s2 の正弦波を用いた検討と同様の

傾向が見られたことからここでは結果を表示することを省略する．断面力低減

効果の程度については 2 m/s2の場合より増加していた． 

 

4.3.5 結果のまとめ 
 

以上，個々のケースについて検討してきたが，ここでは橋脚に発生するベー

スシアの最大値のみに着目し，基礎が浮き上がることや地盤が塑性化すること

によるベースシアの低減が入力地震動の周波数特性によって異なるという結果

をまとめたものを表 4-1，図 4-12，図 4-13 に示す．図 4-12 の横軸は，弾性地盤

システムの固有振動数と入力地震動の加振振動数の比であり，縦軸の数値は，

各ケースについて，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム，また弾塑性地盤と基

礎浮き上がりシステムそれぞれのベースシアの最大値の弾性地盤システムのそ

れに対する比を表している．図4-13は図4-12を3次元的にまとめたものである． 

図 4-12 から，基礎浮き上がりと地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効

果の程度は，弾性地盤システムの固有振動数と加振振動数が等しい場合に最も

顕著に表れていることがわかる．この振動数から加振振動数が遠ざかるほどそ

の程度は低下し，また，この振動数よりも小さい振動数で加振したとき入力地

震動の振幅によっては断面力が逆に増大する場合もある．さらに，地盤の材料

非線形は断面力低減効果を増大させるように作用していることがわかる． 

入力地震動の強度レベルの違いによる橋脚の断面力低減効果の違いであるが，

図 4-12(a)，(b)，(c)の比較から，入力地震動の最大加速度が大きくなるほど弾性

地盤システムの固有振動数から離れた加振振動数での断面力低減効果が増加し

ていることがわかる． 

さらに今回の検討の範囲では，前節に示したように，同一の強度レベルにつ

いては加振振動数が小さくなるほど浮き上がり・塑性変位量が大きくなってい

たが，前述したように図 4-12 から，弾性地盤システムの固有振動数と加振振動

数が等しいときに断面力低減効果の程度が最大となることから，浮き上がり・

塑性変位量が大きくなるほど断面力低減効果が大きくなるわけではなく，浮き

上がり・塑性変位量と断面力低減効果の関係は弾性地盤システムの固有振動数

と加振振動数の関係に依ることがわかる．しかし，ある加振振動数に着目した

場合は 1 つのケースを除き，浮き上がり・塑性変位量が大きくなるほど断面力

低減効果が大きくなっていた．その例外についても，浮き上がり変位量につい

ては同様の傾向が見られた． 
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表 4-1  橋脚の断面力低減効果 

 
(a)  1m/s2の場合 

 
弾性地盤
システム

弾性地盤と 
基礎浮き上がり

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff   1.0 1.39 1.08 

ne ff   1.0 0.04 0.03 

ne ff   1.0 0.94 0.83 

 
(b)  2m/s2の場合 

 
弾性地盤
システム

弾性地盤と 
基礎浮き上がり

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff   1.0 0.71 0.53 

ne ff   1.0 0.02 0.02 

ne ff   1.0 0.64 0.52 

 
(c)  4m/s2の場合 

 
弾性地盤
システム

弾性地盤と 
基礎浮き上がり

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff   1.0 0.36 0.28 

ne ff   1.0 0.01 0.01 

ne ff   1.0 0.37 0.29 
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(a) 断面力低減効果のまとめ（1m/s2の場合） 
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(c)  断面力低減効果のまとめ（4m/s2の場合） 

図 4-12 断面力低減効果のまとめ 
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(a) 断面力低減効果のまとめ（弾性地盤と基礎浮き上がりシステム） 
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(b)  断面力低減効果のまとめ（弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム） 

図 4-13 断面力低減効果のまとめ 
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4.4 過度な浮き上がり 
 

以上の検討から，入力地震動の強度特性や周波数特性に依存するが，橋脚の

断面力低減の効果は多くの場合，認められた．すなわち，基礎が浮き上がるこ

とは，設計上，構造物にとって有利に働く側面があることがわかる．しかし，

過度な基礎の浮き上がりは却って構造物を危険にさらすことになるため許容す

べきではない．そこで，ここでは過度な浮き上がりについて検討する． 

 弾性地盤と基礎浮き上がりシステム，弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム

それぞれに対し 最大振幅が 1m/s2と 2m/s2の正弦波を入力したときの節点 1の水

平変位応答の最大値を加振振動数に対してプロットしたものを図 4-14 に示す．

これより節点 1 での水平変位が大きくなる危険な加振振動数があることがわか

る．またその振動数は入力地震動の強度，さらに地盤の材料非線形の影響を強

く受け変化する．これは基礎が浮き上がったり，地盤が塑性化することにより

システムが長周期化して，振動しやすい振動数が弾性地盤システムの固有振動

数よりも長周期側に変化するためであると考えられる． 
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図 4-14 浮き上がりが過度に生じる場合 



58 
 

4.5 まとめ 
 

基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による断面力低減効果について，前章

では，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効果は入

力地震動のタイプに依存して大きく変化するものであることを示したが，本章

では，断面力低減効果と入力地震動の特性との関係に着目して検討を行った．

現象をできるだけ単純化し，本質を捉えるため，正弦波状の入力地震動を用い

て検討を行った．その結果，以下の結論を得た． 
 

1)  入力地震動として正弦波を用いた場合，基礎の浮き上がりと地盤の材料非

線形による橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾性体とし浮き上がりしないシ

ステムの固有振動数と加振振動数が等しい場合に最も顕著に表れた．これは

揺れがある程度より大きくなると，基礎が浮き上がること・地盤が塑性化す

ることによりシステムが長周期化し，共振を免れるためであると考えられる．

この振動数より加振振動数が大きいあるいは小さい場合には断面力低減効

果の程度は低下する．また，この振動数よりも小さい振動数で加振したとき

入力地震動の振幅によって断面力が逆に増大する場合もあった．さらに，地

盤の材料非線形は基本的には橋脚の断面力を低減させるように作用した．ま

た，入力の強度レベルにより基礎の浮き上がりの程度や地盤の材料非線形の

程度が複雑に変化するため，橋脚の断面力低減効果の程度も様々に変化する． 

 

2)  基礎の浮き上がりにより橋脚の断面力低減効果がみられる一方で，過度な

浮き上がりを生じ，上部構造物の水平変位が大きくなりやすい加振振動数が

存在するので注意を要する．その振動数は入力地震動の強度，さらに地盤の

材料非線形の影響を強く受け変化する． 
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5. 実観測記録を用いた橋脚の断面力低減効果の検討 
 

5.1 概説 
 

前章では，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効

果に及ぼす入力地震動の周波数特性の影響について正弦波を用いて検討を行っ

た．その結果，橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾性体と仮定し浮き上がりを

考慮したシステムの固有振動数と加振振動数が等しい場合に最も顕著に表れた．

この振動数より加振振動数が大きいあるいは小さい場合には断面力低減効果の

程度は低下することなどがわかった．  

しかし，正弦波は実地震波とは異なっているため極端な結果を与えている可

能性があり，前章に示した検討において得られた知見が実観測記録を入力地震

動として用いた場合においても同様に得られるのかを確認することが必要であ

ると考えられる．そこで，本章では，周期特性の異なる 3 種類の実観測記録を

用いて，それらの最大加速度振幅を 0.5m/s2，2m/s2，6m/s2 となるように振幅調

整し，合計 9 つの入力地震動に対する橋脚の断面力低減効果を検討する． 

さらに，地盤の硬さが変わった場合に傾向がどのように変化するのか疑問に

思われたケースについて，地盤の硬さを変化させて検討を行い，橋脚の断面力

低減効果に及ぼす地盤の硬さの影響について検討を行う．  

 

5.2 入力地震動 
  

ここでは，周期特性の異なる 3 種類の実観測記録として，1978 年宮城県沖地

震の際に観測された東北 1978 波の NS 成分（以下，東北 1978 記録），2004 年紀

伊半島南東沖地震の際に K-NET 豊橋で観測された強震記録の NS 成分（以下，

K-NET 豊橋記録），そして 2013 年淡路島地震の際に K-NET 五色で観測された強

震記録の EW 成分（以下，K-NET 五色記録）の 3 つを用いる．それらの加速度

時刻歴を図 5-1(a)，(b)，(c)に，またバンド幅 0.4Hz の Parzen ウィンドウで平滑

化したそれらのパワースペクトルを図 5-2(a)，(b)，(c)に示す．東北 1978 記録は

1.2Hz 付近が卓越，K-NET 豊橋記録は 0.2Hz 付近が卓越，そして K-NET 五色記

録は 6.2Hz 付近が卓越している地震動である．  
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(a) 東北 1978 記録 
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(c)  K-NET 五色記録 

 

図 5-1 実地震観測記録の加速度時刻歴 
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(a) 東北 1978 記録 

 

0 2 4 6 8 10
0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

Frequency (Hz)

(  
   

   
   

   
  )

cm
  

/s
ec

2
   

  
  

  
3

P
o

w
er

 s
pe

ct
ru

m

 

(b) K-NET 豊橋記録 
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(c)  K-NET 五色記録 

 

図 5-2 実地震観測記録の加速度時刻歴のパワースペクトル 
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5.3 最大振幅を 0.5m/s2とした検討 
 

ここでは，実観測記録の加速度時刻歴の最大振幅を 0.5m/s2として検討を行う． 

 

5.3.1 K-NET 豊橋記録の場合 

 

最大振幅が 0.5m/s2 の K-NET 豊橋記録を入力としたときの各種応答時刻歴を

図 5-3 に示す．このケースでは塑性変位量，浮き上がり変位量ともにほとんど生

じておらず，節点 1 の水平変位，節点 7 の回転変位，ベースシアではシステム

間の差はほとんど見られない．  

 

5.3.2 東北 1978 記録の場合 

 

最大振幅が 0.5m/s2 の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-4 に

示す．このケースでは，弾性地盤システムと弾性地盤と基礎浮き上がりシステ

ムの応答の差異はほとんど見られないが，それらと弾塑性地盤と基礎浮き上が

りシステムの応答は 10 秒付近から違いが見られる．これは，地盤が比較的軟ら

かいため，地盤が硬い場合よりも地盤からの反力が小さくなり基礎の浮き上が

りが生じにくいが，一方で地盤の材料非線形は生じやすいためと考えられる．

そこでこのケースについて地盤を比較的硬くした場合を 5.6 において検討する． 

 

5.3.3 K-NET 五色記録の場合 

 

最大振幅が 0.5m/s2 の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を

図 5-5 に示す．このケースでも塑性変位量，浮き上がり変位量ともにほとんど生

じておらず，節点 1 の水平変位，節点 7 の回転変位，ベースシアではシステム

間の差はほとんど見られない． 
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図 5-3 K-NET 豊橋記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-3 K-NET 豊橋記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-4 東北 1978 記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-4 東北 1978 記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-5 K-NET 五色記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-5 K-NET 五色記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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5.4 最大振幅を 2m/s2とした検討 
 

ここでは，実観測記録の加速度時刻歴の最大振幅を 2m/s2 として検討を行う． 

 

5.4.1 K-NET 豊橋記録の場合 

 

最大振幅が 2m/s2の K-NET 豊橋記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図

5-6 に示す．このケースでは，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による明ら

かな断面力低減効果は見られない．地盤の材料非線形の影響が強く表れている．  

 

5.4.2 東北 1978 記録の場合 

 

最大振幅が 2m/s2の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-7 に示

す．節点 1 の水平変位応答と節点 7 の回転変位応答では応答の基礎の浮き上が

りや地盤の材料非線形による応答の長周期化が見られる．基礎の浮き上がりや

地盤の材料非線形による明らかな断面力低減が見られる．これは，このケース

では基礎が浮き上がること・地盤が塑性化することにより大きく振動している

ことから，構造物への入力エネルギーが運動エネルギーに消費されることに加

えて，線形システムは共振して応答が大きくなることによると考えられる． 

 

5.4.3 K-NET 五色記録の場合 

 

最大振幅が 2m/s2の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図

5-8 に示す．最大振幅を 0.5m/s2とした場合と同様にこのケースでも塑性変位量，

浮き上がり変位量ともにほとんど生じておらず，節点 1 の水平変位，節点 7 の

回転変位，ベースシアではシステム間の差はほとんど見られない． 
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図 5-6 K-NET 豊橋記録，最大振幅 2m/s2の場合 
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図 5-6 K-NET 豊橋記録，最大振幅 2m/s2の場合 
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図 5-7 東北 1978 記録，最大振幅 2m/s2の場合 



73 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30
-0.1

0

0.1

Time (sec)

R
ot

at
io

n 
an

gl
e 

(r
ad

)

(d) 回転変位の塑性成分 

 

 

 

0 10 20 30 40
-0.1

0

0.1

Time (sec)

R
ot

at
io

n 
an

gl
e 

(r
ad

)

(e) 回転変位の浮き上がり成分 

 

図 5-7 東北 1978 記録，最大振幅 2m/s2の場合 

 



74 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 8 10 12 14
-0.01

0

0.01

Time (sec)

D
is

pl
ac

em
en

t 
(m

) 弾性地盤システム
弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム

(a) 節点 1 の水平変位の時刻歴 

 

6 8 10 12 14
-0.001

0

0.001

Time (sec)

R
ot

at
io

n 
an

gl
e 

(r
ad

)

弾性地盤システム
弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム

(b) 節点 7 の回転変位の時刻歴 

 

6 8 10 12 14

-400

-200

0

200

400

Time (sec)

B
as

e 
sh

ea
r 

(k
N

) 弾性地盤システム
弾性地盤と基礎浮き上がりシステム
弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム

(c) ベースシアの時刻歴 

 

図 5-8 K-NET 五色記録，最大振幅 2m/s2の場合 
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図 5-8 K-NET 五色記録，最大振幅 2m/s2の場合 
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5.5 最大振幅を 6m/s2とした検討 
 

ここでは，実観測記録の加速度時刻歴の最大振幅を 6m/s2 として検討を行う． 

 

5.5.1 K-NET 豊橋記録の場合 

 

最大振幅が 6m/s2の K-NET 豊橋記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図

5-9 に示す．基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による応答の長周期化が見ら

れるが，地盤の材料非線形の影響が強く表れている．これは構造物‐基礎‐地

盤システムの固有振動数と入力地震動の卓越振動数の関係から，浮き上がりが

生じやすくなり，基礎と地盤の接地面積が小さくなることにより地盤の塑性化

が顕著に進むためと考えられる．このケースでは基礎が浮き上がること・地盤

が塑性化することにより大きく振動していることから，構造物への入力エネル

ギーが運動エネルギーに消費されることにより断面力の低減も生じていると考

えられる． 

 

5.5.2 東北 1978 記録の場合 

 

最大振幅が 6m/s2 の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-10 に

示す．節点 1 の水平変位応答と節点 7 の回転変位応答では応答の基礎の浮き上

がりや地盤の材料非線形による応答の長周期化が見られ，基礎の浮き上がりや

地盤の材料非線形による顕著な断面力低減が見られる．これは，最大振幅を 2m/s2

の場合と同様に，このケースでは基礎が浮き上がること・地盤が塑性化するこ

とにより大きく振動していることから，構造物への入力エネルギーが運動エネ

ルギーに消費されることに加えて，線形システムは共振して応答が大きくなる

ことによると考えられる． 

 

5.5.3 K-NET 五色記録の場合 

 

最大振幅が 6m/s2の K-NET 五色記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図

5-11 に示す．最大振幅を 0.5，2m/s2 とした場合と同様にこのケースでも,節点 1

の水平変位，節点 7 の回転変位，ベースシアではシステム間の差はほとんど見

られない． 
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5.5.4 JR 鷹取駅記録の場合 
 

4.5.2 で示したように，構造物‐基礎‐地盤システムの固有振動数と入力地震

動の卓越振動数が近い場合に基礎浮き上がりと地盤の材料非線形による顕著な

断面力低減効果が認められたが，より長周期側に卓越振動数がある地震動が入

力の場合も顕著な断面力低減が認められる可能性がある．そこで，東北 1978 記

録の卓越振動数およそ 1.2Hz と K-NET 豊橋記録の卓越振動数およそ 0.2Hz の中

間に卓越振動数が存在する JR 鷹取駅記録の加速度時刻歴をその最大振幅が

6m/s2となるように振幅調整して入力地震動として用いて検討を行う． 

最大振幅が 6m/s2 の JR 鷹取駅記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図

5-13 に示す．このケースでも，基礎が浮き上がること，地盤が塑性化すること

により大きく振動して断面力の低減も生じていることから，最大振幅が 6m/s2

の東北 1978 記録の場合と同様のメカニズムで断面力の低減が生じていると考え

られる． 
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図 5-9 K-NET 豊橋記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-9 K-NET 豊橋記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-10 東北 1978 記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-10 東北 1978 記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-11 K-NET 五色記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-11 K-NET 五色記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-12 JR 鷹取駅記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-12 JR 鷹取駅記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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5.6 結果のまとめ 

 

以上，個々のケースについて検討してきたが，ここでは橋脚に発生するベー

スシアの最大値のみに着目し，基礎が浮き上がることや地盤が塑性化すること

によるベースシアの低減が入力地震動の周波数特性によって異なるという結果

をまとめたものを表 5-1，図 5-13，図 5-14 に示す．図 5-13 の横軸は弾性地盤シ

ステムの固有振動数と入力地震動の卓越振動数の比であり，縦軸は，各ケース

について，弾性地盤と基礎浮き上がりシステム，また弾塑性地盤と基礎浮き上

がりシステムそれぞれのベースシアの最大値の弾性地盤システムのそれに対す

る比を表している．図 5-14 は図 5-13 を 3 次元的にまとめたものである． 

図 5-13 から，基礎浮き上がりと地盤の材料非線形による橋脚の断面力低減効

果の程度は，弾性地盤システムの固有振動数と入力地震動の卓越振動数が近い

場合に最も大きくなっていることがわかる．この傾向は，入力地震動として正

弦波状の波を用いた場合と同様のものである．図 5-13(a)に示すように，最大加

速度が 0.5 m/s2の場合に断面力が増大しているケースがあるが，これは，弾性地

盤システムの固有振動数よりもわずかに長周期側にある入力地震動の卓越振動

数と，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形によって振動しやすくなる振動数

が近づいたためと考えられる． 

入力地震動の強度レベルの違いによる橋脚の断面力低減効果の違いであるが

システムの固有振動数と入力地震動の卓越振動数が近い場合に着目すると，図

5-13(a)，(b)，(c)の比較から，強度が大きくなるほど断面力低減効果が大きく表

れることがわかる．この傾向は，図 5-13 と図 4-12 との比較から，入力地震動が

正弦波の場合と大きく異なっている点である． 

入力地震動として正弦波を用いた場合と実地震動を用いた場合の橋脚の断面

力低減効果の差異は，正弦波は極端に狭帯域の周波数特性を有しているが，実

地震動はある帯域の幅をもっていることにより生じていると考えられる． 
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表 5-1  橋脚の断面力低減効果 
 

(a)  0.5m/s2の場合 

 
弾性地盤 
システム 

弾性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 1.0 1.02 

ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.98 1.09 

ne ff  （K-NET 五色記録） 1.0 1.0 1.02 

 
(b)  2m/s2の場合 

 
弾性地盤 
システム 

弾性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 1.0 1.087 

ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.55 0.409 

ne ff  （K-NET 五色記録） 1.0 1.0 1.018 

 
(c)  6m/s2の場合 

 
弾性地盤 
システム 

弾性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

弾塑性地盤と 
基礎浮き上がり 

システム 

ne ff  （K-NET 豊橋記録） 1.0 0.57 0.446 

ne ff  （東北 1978 記録） 1.0 0.193 0.143 

ne ff  （K-NET 五色記録） 1.0 1.0 1.01 
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(a) 断面力低減効果のまとめ（0.5m/s2の場合） 
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(b)  断面力低減効果のまとめ（2m/s2の場合） 
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(c)  断面力低減効果のまとめ（6m/s2の場合） 

図 5-13 断面力低減効果のまとめ 



89 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

012345

0

200

400

600

0

0.5

1

1.5

Maximum acceleration(gal)

fe/fn

M
ax

im
u
m

 b
a
s
e
 s

he
a
r 

ra
ti
o

 

(a) 断面力低減効果のまとめ（弾性地盤と基礎浮き上がりシステム） 
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(b)  断面力低減効果のまとめ（弾塑性地盤と基礎浮き上がりシステム） 

図 5-14 断面力低減効果のまとめ 
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5.7 地盤の硬さの影響の検討 
 

前節までにおいて典型的な橋梁構造物について入力地震動の種類によってど

のように断面力低減効果が表れるのか検討を行った．その過程で，地盤の硬さ

が変わった場合に傾向がどのように変化するのか疑問に思われた，最大振幅が

0.5m/s2 の東北記録を入力とした場合と最大振幅が 6m/s2 の東北記録を入力とし

た場合の 2 ケースについて，現実にあり得る極端に地盤が硬いケースとして Vs

が 500m/s であると仮定したケースを検討する． 

 

5.7.1 東北 1978 記録，0.5m/s2の場合 

 

最大振幅が 0.5m/s2の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-15に

示す．このケースでは，Vs が 230m/s の場合とは異なり，弾性地盤システムと弾

性地盤と基礎浮き上がりシステムの応答の差異が見られる．これは，地盤が比

較的硬いため，地盤が軟らかい場合よりも地盤からの反力が大きくなり基礎の

浮き上がりが生じやすいためと考えられる．さらに地盤の材料非線形による影

響も見られるが，これは基礎が浮き上がったことによって基礎と地盤の接地面

積が小さくなったことによって地盤の塑性化が生じやすくなったためと思われ

る． 

 

5.7.2 東北 1978 記録，6m/s2の場合 

 

最大振幅が 6m/s2 の東北記録を入力としたときの各種応答時刻歴を図 5-16 に

示す．このケースにおいても，顕著な断面力低減効果が認められる．  
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図 5-15 東北 1978 記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-15 東北 1978 記録，最大振幅 0.5m/s2の場合 
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図 5-16 東北 1978 記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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図 5-16 東北 1978 記録，最大振幅 6m/s2の場合 
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5.8 まとめ 
 

入力地震動の周波数特性が橋脚の断面力低減効果に及ぼす影響を検討するに

あたり，前章では最も極端な入力として正弦波状の波を考えたが，正弦波は実

地震波とは異なっており，前章に示した検討において得られた知見が実観測記

録を入力地震動として用いた場合においても同様に得られるのかを確認するこ

とが必要であると考えられる．そこで，本章では，周期特性の異なる 3 種類の

実観測記録を用いて，それらの最大加速度振幅を 0.5m/s2，2m/s2，6m/s2 となる

ように振幅調整し，合計 9 つの入力地震動に対する橋脚の断面力低減効果を検

討した．結果を，地盤を弾性体と仮定し浮き上がりしないシステムの固有振動

数と入力地震動の卓越振動数の比で整理した．その結果，以下の結論を得た． 
 

1)  入力地震動として実観測記録を用いた場合においても正弦波入力と同様

に顕著な橋脚の断面力低減が見られた．すなわち，入力地震動の卓越振動数

の値が，弾性地盤を仮定し浮き上がらないとしたモデルの固有振動数と近い

場合には，弾性地盤を仮定し浮き上がらないとしたモデルは共振現象により，

構造物は大きく揺れるが，基礎が浮き上がる場合には共振を免れることで，

断面力低減の効果が認められた．ただし，実地震動の場合には，極端に狭帯

域の周波数特性を有する正弦波と異なり，ある帯域の幅をもっているので，

橋脚の断面力低減の程度は正弦波ほど顕著ではないと考えられる． 
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6. エネルギー収支に基づく橋脚の断面力低減効果の検討 
 

6.1 概説 
 

前章までにおいて，地盤の材料非線形や直接基礎の浮き上がりによって橋脚

に発生する断面力が低減する効果に及ぼす入力地震動の周波数特性の影響につ

いて，正弦波状の波や実観測記録を用いて検討を行った．橋脚に発生するベー

スシアの最大値に着目して結果を整理して，橋脚の断面力低減効果は，地盤を

弾性体と仮定して浮き上がりしないシステムの固有振動数と加振振動数が等し

い場合に最も顕著に表れること，この振動数より加振振動数が大きいあるいは

小さい場合には断面力低減効果の程度は低下することなどがわかった． 
このような現象に対し，ベースシアだけに着目するのではなく，地震による

入力と構造物の挙動の関係を総合的に把握し，そのメカニズムについての理解

を深めるためにはエネルギーの概念を用いて検討することが有効であると考え

られる．そこで，本章では，橋脚の断面力低減効果のメカニズムについて，エ

ネルギーの概念を導入して検討を行う．入力された地震動のエネルギーが，ど

のような形で別のエネルギーなどに変換され，断面力低減の効果をもたらして

いるのか，また，それが入力地震動の卓越する周波数成分の違いにより，いか

に変化するのかについて，エネルギーというスカラー量を用いて整理し，橋脚

の断面力低減効果のメカニズムについて考察する． 
小規模な直接基礎を有する橋梁構造物については，顕著な橋脚の断面力低減

効果が見られた，システムの固有振動数と加振振動数が等しいケースを取り上

げる．典型的な直接基礎を有する道路橋については，加振のパターンとして，

システムの固有振動数で加振した場合と，事前に行ったパラメトリックな解析

により，ある浮き上がりが生じやすい振動数で加振した場合を考える． 

 

6.2 エネルギー収支の評価方法 
 

構造物-橋脚-基礎-地盤システムのエネルギー収支の評価にあたり，木村ら 1)

が用いたものと同様の定義を用いる．エネルギー収支はシステムの運動方程式

から求められる．上部構造物-橋脚-基礎-地盤システムの運動方程式は次式で表

される． 

            PFuKuCuM                      (6-1) 

ここで， M は質量マトリクス， C は減衰マトリクス， K は剛性マトリクス，

 F は地盤反力ベクトル， P は荷重ベクトルである．荷重ベクトル P は次式で
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表される． 

 




















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


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







0

0
1

1

gi

i

g

xm

gm

xm

gm

p







                            (6-2) 

ここで， g は重力加速度， gx は地盤の水平方向の加速度である．添え字は質

点番号を表す． 

式(6-1)の両辺に dtudu  をかけて時刻 tまで積分すると，時刻 tまでのエネルギ

ーが求まる． 

                      dtPudtFudtuKudtuCudtuMu
t Tt Tt Tt Tt T  
00000
        (6-3) 

ここで，左辺第一項はシステムの運動エネルギー kE ，第二項はシステムの減

衰エネルギー，第三項は橋脚のひずみエネルギー sE ，第四項は基礎部分での履

歴消費エネルギー hdE である．また，右辺は構造物への入力エネルギー totalE であ

る．システムの減衰エネルギーを橋脚の減衰によって失われたエネルギー dE と

逸散減衰によって失われたエネルギー rdE に分離すると以下のようになる． 

                           dtPudtFudtuKudtuCudtuCudtuMu
t Tt Tt T

rd

t T
p

t Tt T  
000000
      (6-4) 

ここで，左辺第二項は橋脚の減衰によって失われたエネルギー dE ，第三項は

逸散減衰によって失われたエネルギー rdE である． 

 

6.3 小規模な直接基礎を有する橋梁構造物の場合 
 

顕著な橋脚の断面力低減効果が見られた，加振振動数が弾性地盤システムの

固有振動数と等しいケースを取り上げる． 

各モデルのエネルギー収支の時刻歴を図 6-1 に示す．このケースでは，基礎が

浮き上がることや地盤の材料非線形によって構造物への入力エネルギーが小さ

くなっている．基礎が浮き上がる，地盤が塑性化することにより共振を免れ，

構造物への入力エネルギーが増大しなくなり，その結果断面力の低減が生じて

いることがわかる． 
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(a) Case (1)のエネルギー収支 
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(b) Case (2)のエネルギー収支 

図 6-1 Case (c)のエネルギー収支 
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(c) Case (3)のエネルギー収支 
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(d) Case (4)のエネルギー収支 

図 6-1 Case (c)のエネルギー収支 
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6.4 典型的な直接基礎を有する道路橋の場合 
 

 ここでは，弾性地盤システムを線形相互作用システム，弾塑性地盤と基礎浮

き上がりシステムを非線形相互作用システムとし，これらの応答を比較して検

討を行う． 

加振のパターンとしては，線形相互作用システムの固有振動数である，1.46Hz

で加振した場合と，事前に行ったパラメトリックな解析により，浮き上がりが

生じやすい振動数として0.4Hzで加振した場合を考える．どちらのケースにおい

ても正弦波の最大振幅を4 m/s2とする．  

 

6.4.1 線形相互作用システムの固有振動数で加振した場合 
 

線形相互作用システムの固有振動数としておよそ1.46Hzで加振する場合のエ

ネルギー収支を図6-2に示す．この図は，検討対象モデルに入力動を与えた時に，

入力されたエネルギーがシステム内でどのように別のエネルギーに変化される

かを示したものである．線形相互作用システムの場合，どのエネルギーが特に

支配的ということはないが，非線形相互作用システムの場合は，橋脚のひずみ

エネルギーの入力エネルギーにおける割合が小さく，システムの運動エネルギ

ーや基礎部分での履歴消費エネルギーの入力エネルギーにおける割合が大きい

ことがわかる．線形相互作用システムと非線形相互作用システムの比較を行う

ため，非線形相互作用システムの回転変位の浮き上がり成分，橋脚に発生する

ベースシアと合わせて，各種エネルギーを図6-3に示す．図6-3 (a)に示す回転変

位の浮き上がり成分が生じ始めると，図6-3 (h)に示した構造物への入力エネルギ

ーにおいて，線形相互作用システムと非線形相互作用システムの差が生じ始め

非線形相互作用システムのそれは増加しなくなる．すなわち，基礎が浮き上が

ることで入力が低減される．それに対応して，図6-3 (c)に示した橋脚のひずみエ

ネルギーや6-3 (b)に示したベースシアにおいても増加しなくなることがわかる． 
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(a) 線形相互作用システムのエネルギー収支 
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(b) 非線形相互作用システムのエネルギー収支 

図 6-2 線形相互作用システムの固有振動数で加振した場合 
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(c) 橋脚のひずみエネルギーの時刻歴 

 

図 6-3 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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(d) システムの運動エネルギーの時刻歴 
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(e) 基礎部分での履歴消費エネルギーの時刻歴 

 

0 10 20 30
100
101
102
103
104
105
106
107

Time (sec)

線形相互作用システム
非線形相互作用システム

E
ne

rg
y 

(t
m

  
/ 

s 
  

)
2 

   
   

2

(f) 橋脚の減衰によって失われたエネルギーの時刻歴 

 

図 6-3 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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(g) 逸散減衰によって失われたエネルギーの時刻歴 
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(h) 構造物への入力エネルギーの時刻歴 

 

図 6-3 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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6.4.2 浮き上がりしやすい振動数で加振した場合 
 

次に浮き上がりしやすい振動数として0.4Hzで加振する場合のエネルギー収支

を図6-4に示す．両システムともに基礎部分での履歴消費エネルギーが支配的で

あるが，線形相互作用システムの場合システムの運動エネルギーよりも橋脚の

ひずみエネルギーの入力エネルギーにおける割合が大きいが，非線形相互作用

システムの場合その関係が逆転しており橋脚のひずみエネルギーの入力エネル

ギーにおける割合は極めて小さいことがわかる．両システムの各種エネルギー

ごとの比較を図6-5に示す．この場合回転変位の浮き上がり成分が発生すると，

非線形相互作用システムでは，構造物への入力エネルギーがかえって大きくな

ってしまう．しかし，図6-5 (d)，(e)に示すように，構造物へ入力されたエネルギ

ーはシステムの運動エネルギーの増加分，基礎部での履歴消費エネルギーに一

時的に変換されることにより，図6-5 (c)に示した橋脚のひずみエネルギーは線形

相互作用システムのものに対して非線形相互作用システムのものが小さくなり，

ベースシアについても同様の傾向となっていることがわかる． 

加振振動数を様々に変化させて検討を行い断面力の低減効果と構造物への入

力エネルギーの関係をまとめたものを図6-6に示す．横軸は加振振動数
ef を線形

相互作用システムの固有振動数である
nf で除した値

ne ff であり，縦軸は，線形

相互作用システムにおけるベースシアの最大値に対する非線形相互作用システ

ムにおけるそれの比，また線形相互作用システムにおける構造物への入力エネ

ルギーの最大値に対する非線形相互作用システムにおけるそれの比である．こ

の図より，
ne ff が1よりも大きいときは断面力の低減率と構造物への入力エネ

ルギーの低減率は同程度であり，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形によっ

て構造物への入力エネルギーが低減して断面力低減効果が生じている．一方で，

ne ff が1よりも小さくなるほど，断面力の低減率と構造物への入力エネルギー

の低減率は乖離が見られる．構造物への入力エネルギーが低減から増大に転じ

るようになり，断面力低減のメカニズムが入れ替わるようになると考えられる．

これは，
ne ff が1よりも小さくなるほど，浮き上がりが生じやすくなるため，

構造物への入力エネルギーが低減から増大に転じるようになり，断面力低減効

果のメカニズムが変化していると考えられる． 
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(a) 線形相互作用システムのエネルギー収支 
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(b) 非線形相互作用システムのエネルギー収支 

図 6-4 線形相互作用システムの固有振動数で加振した場合 
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(b) 回転変位の浮き上がり成分の時刻歴 
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(c) 橋脚のひずみエネルギーの時刻歴 

 

図 6-5 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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(d) システムの運動エネルギーの時刻歴 
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(e) 基礎部分での履歴消費エネルギーの時刻歴 
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(f) 橋脚の減衰によって失われたエネルギーの時刻歴 

 

図 6-5 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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(g) 逸散減衰によって失われたエネルギーの時刻歴 
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(h) 構造物への入力エネルギーの時刻歴 

 

図 6-5 ne ff  ，1m/s2の正弦波の場合 
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6.5 まとめ 
 

前章までにおいて，地盤の材料非線形や直接基礎の浮き上がりによって橋脚

に発生する断面力が低減する効果に及ぼす入力地震動の周波数特性の影響につ

いて，正弦波状の波や実観測記録を用いて検討を行い，橋脚に発生するベース

シアの最大値に着目して結果を整理して，橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾

性体とし浮き上がりしないシステムの固有振動数と加振振動数が等しい場合に

最も顕著に表れること，この振動数より加振振動数が大きいあるいは小さい場

合には断面力低減効果の程度は低下することなどがわかった． 

本章では，ベースシアの時刻歴だけに着目するのではなく，エネルギーの概

念を用いて地震による入力と構造物の挙動の関係を総合的に把握することを試

みたことにより，基礎の浮き上がりによって橋脚に発生する断面力が低減する

現象といっても，エネルギー的にみると，そのメカニズムには，(1) 加振振動数

によっては構造物への入力エネルギーが増大しなくなることにより断面力が低

減する場合と，(2) 構造物への入力エネルギーは増大するがシステムの運動エネ

ルギーや基礎部分での履歴消費エネルギーへと変換することにより断面力が低

減する場合，の複数のパターンがあることがわかった． 
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図 6-6 断面力低減効果と構造物への入力エネルギーの関係 
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7. 結論 
 

本論文は，直接基礎を有する典型的な道路橋を対象として，基礎の浮き上が

りや地盤の材料非線形によって，橋脚の断面力が低減する現象について検討を

行ったもので，特にその効果に及ぼす入力地震動の周波数特性の影響に着目し

たものある．直接基礎と地盤のモデル化にあたっては，直接基礎のマクロエレ

メントモデルを用い，入力地震動として周波数特性や強度特性の異なる複数の

正弦波や実地震動を用いて，橋梁の応答や橋脚に発生する断面力の低減につい

て検討を行った．さらに上部構造物‐橋脚‐基礎‐地盤系への地震動の入力エ

ネルギーが各種のエネルギーに変換され，消費されるのかを評価することによ

り橋脚の断面力が低減される効果のメカニズムについて考察を加えた．本研究

の検討の結果，以下の結論を得た． 

 

1)  入力地震動として正弦波を用いた場合，基礎の浮き上がりと地盤の材料非

線形による橋脚の断面力低減効果は，地盤を弾性体とし浮き上がりしないと

仮定した橋梁の固有振動数と加振振動数が等しい場合に最も顕著に表れた．

これは揺れがある程度より大きくなると，基礎が浮き上がること，地盤が塑

性化することによりシステムが長周期化し，共振を免れるためであると考え

られる．この振動数より加振振動数が大きいあるいは小さい場合には断面力

低減効果の程度は低下する．また，この振動数よりも小さい振動数で加振し

たとき入力地震動の振幅によっては断面力が逆に増大する場合もあった．さ

らに，地盤の材料非線形は基本的には橋脚の断面力を低減させるように作用

し，また，入力の強度レベルにより基礎の浮き上がりの程度や地盤の材料非

線形の程度が複雑に変化するため，橋脚の断面力低減効果の程度も様々に変

化することを考察した． 

 

2)  入力地震動として実観測記録を用いた場合においても正弦波入力と同様

に顕著な橋脚の断面力低減が見られた．すなわち，入力地震動の卓越振動数

の値が，弾性地盤とし浮き上がらないとしたモデルの固有振動数と近い場合

には，基礎が浮き上がる場合には共振を免れることで，顕著な橋脚の断面力

低減の効果が認められた．ただし，実地震動の場合には，極端に狭帯域の周

波数特性を有する正弦波と異なり，ある帯域の幅をもっているので，橋脚の

断面力低減の程度は正弦波ほど顕著ではないと考えられる． 

 

3)  基礎の浮き上がりにより橋脚の断面力低減効果がみられる一方で，過度な

浮き上がりを生じ，上部構造物の水平変位が大きくなりやすい加振振動数が
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存在するので注意を要する．その振動数は入力地震動の強度，さらに地盤の

材料非線形の影響を強く受け変化する． 

 

4)  基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形によって橋脚に発生する断面力が

低減する現象といっても，エネルギー的にみると，そのメカニズムには，(1) 

加振振動数によっては構造物への入力エネルギーが増大しなくなることに

より断面力が低減する場合と，(2) 構造物への入力エネルギーは増大するが

システムの運動エネルギーや基礎部分での履歴消費エネルギーへと変換す

ることにより断面力が低減する場合，の複数のパターンがある． 

 

本研究で得られた知見は，基礎の浮き上がりや地盤の材料非線形による橋脚

の断面力低減効果のメカニズムについての理解を深めるものであり，設計者が

その効果を定量的に評価し，意図する直接基礎を有する橋梁構造物の性能をよ

り正確に把握，実現する上で有用であると考えられる． 
今後の課題として，今回の検討で網羅できていない様々な構造物特性，地盤

特性の考慮，入力地震動としてさらに多くの実地震動を用いた検討や，入力地

震動特性として位相特性などに着目した検討，橋脚の塑性化を考慮に入れた検

討，耐震設計へ向けての展開があげられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



114 
 

謝辞 
 

 本研究は著者が徳島大学大学院博士後期課程において行った研究成果を取り

まとめたものです． 

 徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部准教授三神厚先生には，本論

文の初期の段階から多くのご示唆と貴重なご助言をいただくと共に，終始適切

なご指導と暖かい励ましを賜りました．著者が学部 4 年生の途中から研究指導

を引き受けて下さり，研究者としての心構えを一からご指導いただきました．

大変感謝しております．  

 徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部教授渦岡良介先生には，ご多

忙にも関わらず本論文の主査を引き受けて下さり，本論文についての大変貴重

なご指摘，ご助言をいただきました．普段から気にかけて下さり，研究が順調

に進んでいないときは大変励まされていました．大変感謝いたしております． 

徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部教授成行義文先生，長尾文明

先生には，ご多忙にも関わらず本論文の副査を引き受けて下さり，本論文につ

いての大変貴重なご指摘，ご助言をいただきました．学部時代に先生方の講義

で学んだことが本研究を進める上で役立っています．大変感謝しております． 

 徳島大学大学院ソシオテクノサイエンス研究部班長石丸啓輔氏には，ご多忙

にも関わらず，著者の研究活動を様々な形でご支援していただき非常に感謝し

ております． 

北見工業大学社会環境工学科助教齊藤剛彦先生には，ご多忙にも関わらず，

著者の様々な疑問に対してご教示いただきました．大変感謝しております． 

本研究では土木研究所において中谷氏らによって開発された解析プログラム

を使用いたしました．記して感謝の意を表します． 

本研究では防災科学技術研究所K-NETの強震記録を使用いたしました．記し

て感謝の意を表します． 

 著者が在籍した基礎工学研究室，構造工学研究室，地震工学研究室の卒業生

ならびに在校生の皆様には，有形無形のご援助を頂きました．深く感謝してお

ります． 

 最後に，著者を励まし支え続けてくれた両親，兄弟に感謝いたします． 
 


